
（1） 会 員 名：大王製紙株式会社

（2） 所属部会：関東化学第二部会 第３分科会

業　　種：紙パルプ

（3） 資 本 金：304億円

従業員数：3,379名（単体）

（4） 主要商品：

新聞用紙，コート紙，上質紙，出版用紙，

PPC用紙，ノーカーボン紙，印刷用粘着紙，包

装用紙，家庭紙（ティシューペーパー・トイレ

ットペーパー・ペーパータオル・ナプキン・紙

おむつ等），クラフトライナー（段ボール原紙），

各種パルプ

（5） 社是：知恵による運営　知恵による経営

行動理念：経営とは考えることなり，経営とは

問われなくても自己の見解を主張す

ることなり

行動指針：今ここで決断　大胆に変化

（6） 大王製紙の社章・ロゴ

ホーム＆パーソナルケア事業部門ハウスマーク

（1）組織上の位置，名称

知的財産を統括する部門を､ホーム＆パーソ

ナルケア事業部（知的財産部；東京都新宿区），

三島工場紙・パルプ製造部門（技術部知的財産

2 ．知的財産部門の概要
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課；愛媛県四国中央市）にそれぞれ持ち，グル

ープ会社の知的財産を一括管理しています。

（2）構成，及び人員

グループ会社の知的財産を一括管理している

ホーム＆パーソナルケア事業部知的財産部，三

島工場技術部知的財産課に加え，各部門・グル

ープ会社に特許の出願・権利化・他社権利対策

を主として担当する特許担当者（兼務者を含む）

を配置することにより，総勢約40名がグループ

会社の知的財産活動を推進しています。

（3）沿　革

ホーム＆パーソナルケア事業部では，平成12

年に知的財産グループが設置され，17年に知的

財産部となり，紙・パルプ製造部門（三島工場）

では14年に知的財産課が設置され，現在に至っ

ています。

10年前の当社の特許出願件数は約30件/年と

少なかったため，わが社の知的財産活動は，知

財サイクル（出願・権利化・権利行使）のすべ

てで競合他社の水準を上回る強い体制・運用を

確立し，中長期の視点で競合他社に対する比較

優位を確保することを目指しています。

当社知的財産活動の特徴を紹介します。

（1）知的財産の発掘・出願から権利化まで

過去10年，特許出願の啓蒙，早期権利化を進

め，出願明細書の質の向上・中間処理のレベル

アップを図った結果，平成10年度には，特許出

願件数31件，登録件数８件，特許登録率30％以

下という状態でしたが，平成20年度には，特許

出願件数312件，登録件数166件，特許登録率
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64％となりました。

当社の知的財産活動は，商品開発・技術開発

による成果を残さず発明として特許もしくは意

匠として出願し保護することを基本とし，開発

担当者は新しく実施した事項を全て申告するよ

うにし，外部の弁理士を毎月現場でのアイデア

会議に参加させ，知財部員とともに発明を発掘

するようにしたことが特徴です。

出願・権利化の実務は，開発部員，知財部員，

弁理士（特許事務所）の共同作業であり，外部

特許事務所の力をいかに活用するかがポイント

ですが，弁理士（特許事務所）と目標を共有で

きたことも，特許出願の量の拡大と質の向上を

同時に図ることができた要因のひとつでした。

（2）他社からの警告・侵害訴訟への対応

平成10年～15年に，10社から31件警告を受け，

３社から６件訴訟を提起され，争いました。

これらの係争から，弁護士・弁理士と知財部

と技術者の連携・相互理解が非常に重要である

ことを組織として学ぶことができ，当社の知的

財産活動の基本スタイルとなっています。

また，先使用権を確保することの重要性を認

識し，新たに開発された技術・商品は，現物を

仕様書や決裁書類等とともに，公証人による認

証を受け保管し，先使用権を確保できるように

し，他社からの権利行使に備えています。

（3）権利の活用

特許出願・登録の数の拡大に伴い，権利の活

用が大きなテーマとなりました。

これまで警告を受ける一方の会社が警告して

も，他社が素直に応じるわけがありませんので，

侵害訴訟で原告となる機会が多くなりました。

弁護士・弁理士と知財部と技術者の連携によ

り，当社の主張を裁判で明確に主張することが

でき，裁判上の和解，判決などで，成果を得る

ことができました。最近では，平成20年４月，

知財高裁で当社の権利行使が認められました。

（平成18年～20年の知財訴訟で，認容金額が１

億円を超えた判決は，本訴訟のみとのこと。）

その後，やっと，話し合いによる競合他社と

の解決が成り立つようになってきました。

基幹特許をライセンスすることはできません

が，ライセンス可能と判断した権利は，特許流

通データベース（独立行政法人工業所有権情

報・研修館，財団法人日本特許情報機構）に登

録しています。（現在，44件登録）

（4）社内知的財産教育

当社の知財教育は，社内教育，知財協，発明

協会の研修への参加を中心に行っています。

知的財産管理技能検定（知財検定）へ取組み，

技術系社員のうち，約60名が２級の資格を取得

しました。グループ会社の知的財産活動推進の

中心メンバーとして活躍しています。

（5）海外を含めた知的財産活動

海外展開が事業上の課題となってきており，

知的財産活動も，海外への商標・意匠・特許の

出願，模倣品対策が課題となってきました。

特に，急激に増加し巧妙になっている模倣品

対策は悩ましい課題です。知的財産権を用いた

積極的な対応による模倣品の排除により，当社

グループのブランド価値の維持・向上に寄与で

きるよう体制の強化を考えています。

（6）能動的な提案型の知財部へ

知財部の業務は，知的財産に関する契約の管

理，上市商品の表示や販促資料などの表記チェ

ック，商標・意匠・特許の出願・権利化など，

ともすれば次から次へと依頼される仕事をこな

すことに没頭してしまいがちです。

当社の知財部は，「商品企画・開発部門，生

産部門，営業部門など全社に対して，知的財産

に関する情報を発信しアドバイスする」能動的

な提案型の知的財産活動を行うことで，競争優

位性の確保，顧客価値向上，利益への貢献をは

かることを目指しています。

（原稿受領日　2009年８月８日）
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